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2024年の米国製造業を取り巻く状況

産業機械製造業は、領域を絞ったイノベーションで身近な課題に取り組む

• 購買担当者景気指数
(Purchasing Manager's Index, 
PMI)は2023年4月以来初め
て拡大基調に転じ、上半期
は維持された1

• 需要の低下により、 PMIは
2024年7月以降、縮小基調
に戻った2

• インフレ率は低迷しているにも
かかわらず3、製造業は投入
材料や部品のコスト、賃金、
福利厚生の上昇に引き続き
直面している4

2025年に向けて

• コストの上昇、サプライチェーン
の混乱、米国や世界での選
挙後に起こりうる政策変更、
地政学的な不確実性が相
まって、先行きが見えない、厳
しい事業環境が続くことが予
想される

• しかし、金利が低下すれば投
資や企業支出・個人消費が
刺激され、工業製品の需要
拡大につながると見込まれる

• 離職者数・採用者数・求人
件数が着実に減少し、雇用
は1,300万人前後で横ばいに
なっている5

• サプライチェーンの混乱が改善
し、原材料の平均納期は
2024年10月までに前年比で
2%短縮した6

• しかし、人材とサプライチェーン
の問題は根強く残っている

• 10月までの1年間で192基の
クリーンテクノロジー製造施設
に310億米ドル以上の投資が
発表され、これらの投資により
約27, 000人の新規雇用創
出が見込まれている7

• 製造業の建設支出は2024年
6月に過去最高の2,380億米
ドルに達したが、前年比成長
率は鈍化している8

1. 厳しい事業環境が
目先の業界成長を阻む

障害となった

2. 需要の低下により、
人材とサプライチェーンの

圧力が緩和した

3. 製造業では
長期的成長につながる
投資が継続された
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主要なトレンド

業界展望2025年
産業機械製造業

人材
労働市場が緩慢ではあるものの、
長引く採用側と応募者とのギャップ
やスキルギャップの解消、定着率の
改善に向けて、長期的な人材戦略
（テクノロジーの活用を含む）に注
力し続ける必要がある

1 AIと生成AI
業務効率を向上させるため、自社
のデータ基盤の強化や、 AIや生成
AIにおけるROIの高いユースケースへの
投資を継続する

2 サプライチェーン
2025年のサプライチェーンは引き続き
コスト上昇と混乱に直面する可能
性が高いため、AIやプランニングツー
ルなどのテクノロジーソリューションを
活用し、効率化を進めながら、レジ
リエンスも維持する

3

スマートオペレーション
コストの上昇、長引くスキルギャップ、
組織全体の効率性向上の必要性
に対応するために、スマートオペレー
ションに向けたデジタル基盤への投
資や、先進テクノロジーにおけるROIの
高いユースケースへの投資を継続する

4 クリーンテクノロジー製造
クリーンテクノロジー製品の開発・生
産への投資は2025年も引き続き行
われ、顧客の排出量目標達成を支
援するようなROIの高い製品を優先
させる

5

出所：業界展望2025年産業機械製造業 https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/manufacturing/articles/ad/manufacturing-industry-outlook-2025.html

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/manufacturing/articles/ad/manufacturing-industry-outlook-2025.html
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新たな需要に対応する人材を配置し、長期的な労働力を維持する

2024年7月、失業者数
が2021年5月以来初めて求人
件数を上回った9

製造業の離職率は2024年9月
に1.6%に達し、2024年1月以降0.2%
低下した9

しかし、課題は依然として顕著である
• 製造業の総報酬に関する雇用コスト指数は9月時点で前年比3.8%
上昇している10

• 米国の労働力率は過去20年以上にわたって低下しており、この傾向
は少なくとも2030年まで続く可能性がある11

• 労働者が利用できる保育サービス、信頼できる交通機関、柔軟性へ
の要望などの課題も残っている12

検討可能な戦略
賃金は上昇し続ける見込みが高いものの、製造業にはコスト削減策として、離職率を下げるという手段がある

製造業は、労働者の変化する期待への対応、離職率の低減、需要の変動に合わせた人材計画の一助として、従業員体験の向上、
人材開発へのエコシステムアプローチの採用、人材計画や労働力管理において高度な機能を提供するデジタルツールの活用にますます
重点を置くようになっている

2025年までに、時間給の従業員を抱える大手製造業の80%が、従業員の感情を把握し、シフト体制の調整案を提示し、柔軟なスケ
ジュール設定を可能にし、社内コミュニケーションを改善するために、高度な労働力管理ソフトウェアソリューションに投資する13

2024年に製造業の労働市場は緩和

4

かつて製造業で雇用
されていた失業者1人
あたり1件の求人

労働市場の逼迫

労働市場の緩和

出所：米国労働統計局
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領域を絞ったROIの高い投資を優先させる
02

55%が既に業務で
生成AIツールを活用している14

40%が今後3年間でAIや機
械学習への投資を増やすこと
を計画している14

78%がAIへの取り組みを自社
全体のデジタル変革戦略に組
み込んでいる15

2025年以降、
AIユースケースの導入を
サポートするには

• 製造業は、総合的な
AI・データ戦略の構築
（運用モデルの構築、
ガバナンスの設定、リス
クの特定など）に注力
することが重要になる

• AIや生成AIへの長期的
な投資を推し進める基
盤を作るには、データの
整理と構造化に専念す
ることも重要になるカスタマーサービスの用途：調査対象となった製造業の74%

が、カスタマーエクスペリエンスの向上に生成AIを活用する予
定があるか、既に活用していると回答している19

しかし、製造業の70%近くは、データに関する問題（データの品質、コンテキス
ト化、検証など）がAI導入の最大の障害になっていると回答している18

製造業は、生成AI戦略をサポートするため
にデータライフサイクル管理に関する投資を
増やしている17

AI導入の前提条件は、質の高いデータへのアクセスである16

ROIを最大化するために、製造業は、既に盤石なデータ基盤があるユースケースから着手することを検討すること
が望ましい

製品設計：一例として、2028年までに大手製造業の50%
が、製品イノベーションの需要により、レガシー製品におけるイ
ノベーションの新たな機会を探すべく、生成AIを活用してエン
ジニアリングアーカイブを評価するようになる20

製造業におけるAIと生成AIの活用

製造業は既にAIや生成AIに多額の投資を行っており、この傾向は2025年以降も続くと予想される
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リスクやコストの上昇に機敏性と効率性で対処する
生産資材の平均リードタイムは2022年のピーク時から大幅な改善を見せているが、新型コロナウイル
ス感染症の流行前の水準よりは依然として高い21

製造業は以下に挙げる要因により、サプライチェーンのリスク、混乱、遅延の可能性、コストの上昇に
引き続き直面する

輸送遅延
紅海で起きた貨物コン
テナ船に対する攻撃の
ような地政学的緊張
や混乱は22 、2025年に
おいても輸送問題の一
因となる

労働力問題
生産から輸送、倉庫
保管業務にわたる長
引く労働力問題は、
2025年にはバリュー
チェーン全体で遅延やコ
スト上昇につながる可
能性がある23

投入コストの上昇
全米製造業協会の
2024年第3四半期見
通し調査によると、回
答企業は賃金と原材
料価格が今後12カ月
で更に2.7%上昇し続け
ると予想している24

米国や世界の選挙に
伴う政府の政策変更

の可能性
地政学的緊張、貿易、
関税、産業政策によっ
て、グローバルサプライ
チェーンに影響を与える

従来の戦略に加えて、
サプライチェーンプランニ
ングの高度な手法、サ
プライヤーとのよりよい連
携、シミュレーション、可
視性の向上を可能にす
るデジタルツールへの投
資を重視し続けること
は、さらなる推進力を
得ることができる

2025年に向けて

6

03
サプライチェーン

“
“
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価値の高いプロジェクトを優先しながら基盤を構築する
製造業ではここ数年間、コストの上昇や厳しい事業環境にもかかわらず、デジタルテクノロジーへの投資を続けている

98%がデジタル変革の取り組
みに既に着手している（2019
年は78%）25

コストの最適化、業務効率、
製品イノベーション、顧客エク
スペリエンスの向上が変革の
主要因である25

2024年の製造業によるテクノ
ロジー投資額は、事業予算の
30%を占める（2023年は
23%）26

クラウド、生成AI、5Gが、ROI
の高いテクノロジーのトップ3で
ある26

製造業の組織全体におけるデジタル技術への投資、つまりスマートオペレーションに向けた推進は、2025年も以下の分野で継続する

製造業務管理および
製造実行システムにより、
企業と製造現場をつな
ぐことができる

統合ネームスペースデー
タ・アーキテクチャ戦略に
より、標準化されたリア
ルタイムデータの一元的
なソースが得られる

5Gテクノロジーにより、
データ収集・通信をサ
ポートする

モデルベースエンタープラ
イズにより、デジタルス
レッド対応が可能になる

クロスリアリティ（XR）
とAIは、継続する人材
ニーズを満たし、人間の
ケイパビリティを強化す
るのに役立つ

製造業における
シミュレーションの活用は
今後も増加するであろう ビジネスシナリオ

シミュレーション
生産ライン

シミュレーション
プロセス

シミュレーション
因果推論AI

7

スマートオペレーション
04
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不確実性の高い中で戦略的に前進させる
クリーンテクノロジー製造への多額の投資は2024年を通じて継続
しているものの、2023年から縮小傾向にある27

2024年に製品の電化と排出量削減への関心は引き続き高まっている29

しかし、Deloitteによる
投資家アナリストレポー
ト分析によると、米国の
産業機械製造業は製
品の電化と脱炭素化に
継続的に取り組んでい
ることが示されており、こ
れは顧客企業が事業
排出量の削減に引き続
き注力していることに足
並みを揃えている28

クリーンテクノロジー製品の
開発・供給へのさらなる投資に

影響を与えうる要因

世界各地で絶えず変化
する政府のインセンティブ
と規制政策は、製造業の
投資意欲に影響を与える

金利の低下は、投資や
事業支出の増加を刺激
する

コストが高騰すると、顧客
にとって「グリーンプレミア
ム」を正当化することはさ
らに難しくなる

8

注：データには「クリーンなエネルギー、クリーンな自動車、建物の電化、炭素管理テクノロジーの製造工
場の建設または拡張への投資」を含む。「燃料供給機器」のセグメントは、EV用充電器の製造を指す。
出所：ロジウム・グループおよびマサチューセッツ工科大学（MIT）エネルギー・環境政策センター
（CEEPR）「Clean Investment Monitor」、2024年11月閲覧。
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出所：AlphaSenseの企業レポートデータに基づくデロイトによる分析

GHG排出関連の用語に言及した企業レポートの数
エンジニアリング・建設業界と金属・鉱業業界：「電化」または「スコープ1排出」について言及があった数
産業機械製造業：「電化」または「スコープ3排出」について言及があった数

クリーンテクノロジー製造
05
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製造業は2025年に的を絞ったイノベーションで身近な課題に取り組む

市場リーダーとしての地位を
確立するために、製造業は
デジタルおよびデータ基盤、
先進技術、ROIの高いユー
スケースへの投資を検討す
る必要がある

スキルベースのアプローチに対応し、人材の定着率を高め、将来に向けた労働力
を構築することができる高度な人材計画・管理ツール

カスタマーサービスを充実させ、退職者の知識を保持し、新製品の上市を早期
化するためのAIと生成AI

サプライチェーンのデジタライゼーションおよび高度なアナリティクスやバリューチェー
ンのシミュレーションのためのAIなどのツール

効率的な従業員トレーニングやカスタマーサポートを目的とした拡張現実の活用
など、スマートオペレーションのユースケース

革新的な低排出製品を市場に投入するために必要な新たなパートナーや顧客と
の円滑なコラボレーションをサポートできるモデルベースエンタープライズなどのテクノ
ロジー

9
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